
ＴＰＰに参加した場合、農業で1,529億円、水産業で68億円、林業で2.5憶円の損失が試算されています。また、宮崎は商業（卸売業、小売
業）、製造業、建設業などの中小企業が中心の県です。ＴＰＰ参加で宮崎が崩壊していくことは明らかです。

〈宮崎県試算〉

●農業生産の減少と関連産業の
　影響額に多面的機能の損失を
　含めた宮崎県全体の数字です。

ＴＰＰは私たちの生活にさまざまな影響をあたえる恐れがあります！

TPP参加後の宮崎県の損失額試算
2,975億円年間

JA宮崎中央、JA綾町、JAはまゆう、JA串間市大束、JA都城、JAこばやし、JAえびの市、JA児湯、JA尾鈴、JA西都、JA延岡、JA日向、JA高千穂地区、JA宮崎中央会、JA宮崎経済連（関連会社）、JA宮崎信連、JA共済連宮崎

ＴＰＰ
反対は
県民の声

宮崎のため、子どもたちのため、考えてください。そして「今」、声を上げてください。

県民の25％（29万人）が反対署名

全国のJAグループと共に365人の国会議員が反対の国会請願を実施。
県選出の国会議員6人全員が反対

全国1,774の道府県・市町村議会の約80％が反対・慎重の意見書を採択。
県知事、県議会、大部分の市町村議会が反対

全国のJAグループで反対の署名活動を実施。1,167万人が署名。

わたしたちの
未来が
危ない。
くら し

助け合う、喜びと感動とともに。

2012年は国連が定める『国際協同組合年』です。
協同組合は、よりよい地域づくりを目指して、
消費者・農業者・漁業者・林業者・中小企業者が
参加し、活動を行っています。

2012国際協同組合年宮崎県実行委員会
宮崎県漁業協同組合連合会 宮崎県信用漁業協同組合連合会

宮崎県森林組合連合会 宮崎県生活協同組合連合会

宮崎県中小企業団体中央会 宮崎県信用農業協同組合連合会

宮崎県経済農業協同組合連合会

宮崎県農業協同組合中央会

全国共済農業協同組合連合会宮崎県本部

米国主導のＴＰＰ 食の安全基準、米国流投資ルールなど危険が…
「食・農・環境　宮崎県民フォーラム」第１０回学習会

　県民が食料や農業・農村について理解を深める「食・農・環境
宮崎県民フォーラム」の第１０回学習会は３月５日、宮崎市のＪ
Ａ・ＡＺＭホールで開催されました。ＴＰＰ（環太平洋連携協定）
をテーマに、ノンフィクション作家の関岡英之氏が講演、消費者
や関係者約５５０人が参加しました。関岡氏は、「米国の国益拡大
のためのＴＰＰに追随するのではなく、疲弊した国内経済、地域
社会、農業、医療を立て直すのが先決だ」と強調しました。

〈主催：ＪＡ宮崎中央会〉　　〈後援：宮崎県、宮崎県市長会、宮崎県町村会、２０１２国際協同組合年宮崎県実行委員会〉

金
融
ビ
ッ
グ
バ
ン
、郵
政
民
営
化…

米
国
に
狙
わ
れ
た
金
融
・
保
険
市
場
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米
国
の
要
望
に
よ
る
構
造
改
革

　

戦
後
、高
度
経
済
成
長
期
と
短
期
間
で
復
興
を
遂
げ
て

き
た
日
本
が「
長
引
く
不
況
」「
失
わ
れ
た
２０
年
」な
ど
と
出

口
の
見
え
な
い
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

日
本
は
い
つ
、何
を
間
違
え
た
の
で
し
ょ
う
か
。

　

わ
が
国
の
自
殺
者
数
の
推
移（
警
察
庁
ま
と
め
）に
よ

る
と
１
９
９
８
年
に
激
増
し
、以
後
１４
年
連
続
で
毎
年
３

万
人
を
超
え
て
い
ま
す
。世
帯
当
た
り
平
均
所
得（
厚
生

労
働
省
・
国
民
生
活
基
礎
調
査
）を
見
て
も
や
は
り
９８
年
を

境
に
過
去
１０
年
間
で
約
１
０
０
万
円
減
収
し
て
い
ま
す
。

９８
年
ご
ろ
、何
が
起
き
た
の
か…
そ
れ
は
金
融
制
度
改
革

で
す
。

　

８９
年
の
日
米
構
造
協
議
、９４
年
か
ら
毎
年
、日
本
に
規
制

緩
和
や
構
造
改
革
を
要
求
す
る「
年
次
改
革
要
望
書
」に
基

づ
き
、橋
本
内
閣
は
９６
年
１１
月
、『
フ
リ
ー
』『
フ
ェ
ア
』『
グ

ロ
ー
バ
ル
』な
ど
を
キ
ー
ワ
ー
ド
に
し
た「
金
融
ビ
ッ
グ
バ

ン（
大
規
模
な
金
融
制
度
改
革
）」を
実
施
。９７
年
１１
月
に
山

一
証
券
が
、翌
年
に
は
日
本
長
期
信
用
銀
行
、日
本
債
券
信

用
銀
行
が
経
営
破
綻
し
、ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
と
呼
ば
れ
る

米
国
企
業
に
買
収
さ
れ
ま
し
た
。金
融
機
関
が
相
次
い
で

破
綻
し
た
結
果
、行
員
は
リ
ス
ト
ラ
に
遭
い
、中
小
企
業
は

資
金
繰
り
に
困
り
、大
量
の
失
業
者
を
出
し
ま
し
た
。

　

年
次
改
革
要
望
書
は
、金
融（
保
険
な
ど
）、医
療
機
器
・

医
薬
品
な
ど
の
個
別
産
業
分
野
の
み
な
ら
ず
、国
の
根
幹

に
係
る
商
法
司
法
制
度
や
、民
営
化
な
ど
の
分
野
横
断
的

テ
ー
マ
も
内
容
と
し
て
い
ま
す
。

　

民
営
化
と
い
え
ば
郵
政
民
営
化
が
思
い
出
さ
れ
ま
す

が
、要
望
書
に
は「
政
府
機
関
が
民
間
会
社
と
直
接
競

合
す
る
保
険
業
務
に
携
わ
る
こ
と
を
禁
止
す
る
（
９５

年
）」、「
簡
易
保
険
な
ど
の
公
共
保
険
制
度
の
拡
大
を
中

止
し
、そ
れ
ら
既
存
制
度
の
削
減
・
廃
止
の
検
討
を
求
め
る

（
９９
年
）」と
書
い
て
い
ま
す
。

　

保
険
分
野
で
は
、郵
政
民
営
化
に
先
行
し
て
、日
米
保
険

協
議
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

　

日
米
保
険
協
議
を
受
け
て
、我
が
国
は
０５
年
に
保
険
業

法
を
改
正
。そ
の
後
、日
本
の
生
命
保
険
９
社
が
経
営
危
機

に
陥
り
、軒
並
み
外
資
に
買
収
さ
れ
ま
し
た
。

　

米
国
保
険
業
界
は
こ
れ
で
満
足
せ
ず
、次
な
る
標
的
が

簡
保
で
し
た
。０５
年
当
時
、１
２
０
兆
円
と
い
わ
れ
た
簡
保

の
総
資
産
は
カ
ナ
ダ
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ（
国
内
総
生
産
）に
匹
敵
す

る
規
模
。小
泉
政
権
の
郵
政
民
営
化
は
日
本
の
保
険
分
野

の
対
米
市
場
開
放
が
狙
い
だ
っ
た
の
で
す
。簡
保
の
次
は
、

相
互
扶
助
の
精
神
に
基
づ
く
、「
共
済
」を
狙
っ
て
い
ま
す
。

　

年
次
改
革
要
望
書
は
政
権
交
代
後
、交
わ
さ
れ
な
く
な

り
、鳩
山
政
権
に
よ
っ
て
闇
に
葬
ら
れ
ま
し
た
。次
の
一
手

が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
な
の
で
す
。

2 

Ｔ
Ｐ
Ｐ 

参
加
推
進
論
の
３
つ
の
ウ
ソ

　

「
バ
ス
に
乗
り
遅
れ
る
な
」
な
ど
と
報
じ
ら
れ
て

い
ま
す
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
国
９
カ
国
の
う
ち
、

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
ブ
ル
ネ
イ
、
ベ
ト

ナ
ム
、
チ

リ
、
ペ
ル
ー

と
は
既
に
、

二
国
間
の
経

済
連
携
協
定

（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）

を
結
ん
で
い

ま
す
。
ア
ジ

ア
の
経
済
成

長
を
取
り
込

む
枠
組
み

は
、
東
南
ア

ジ
ア
諸
国
連

合
（
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
）
に
日
中
韓
や
イ
ン
ド
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
の
６
カ
国
を
加
え
た
多

国
間
Ｅ
Ｐ
Ａ
が
最
適
で
す
。
ア
ジ
ア
か
ら
取
り

残
さ
れ
る
と
危
機
感
を
持
っ
て
い
る
の
は
米
国

の
み
で
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
い
う
手
を
打
っ
て
き
て
い

る
の
で
す
。

　

こ
れ
は
輸
出
大
企
業
の
経
営
者
の
声
に
過
ぎ
ま
せ

ん
。
韓
国
の
経
済
規
模
は
日
本
の
５
分
の
１
以
下
。

さ
ら
に
２
０
０
８
年
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
輸
出
の
割

合
を
比
べ
る
と
、
韓
国
は
４５
％
の
依
存
度
で
す
が
、

日
本
は
わ
ず
か
１６
％
。
東
日
本
大
震
災
と
い
う
国
難

に
見
舞
わ
れ
た
い
ま
、
輸
出
額
を
増
や
す
の
で
は
な

く
、
内
需
を
立
て
直
し
、
日
本
の
中
で
お
金
が
回
る

こ
と
を
優
先
さ
せ
る
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

食
料
自
給
率
４０
％
の
日
本
に
比
べ
、
主
要
国
の
食

料
自
給
率
（
カ
ロ
リ
ー
ベ
ー
ス
）
は
農
業
大
国
で
あ

る
米
・
仏
は
完
全
自
給
、
工
業
国
ド
イ
ツ
８４
％
、
金

融
立
国
の
英
国
で
も
７０
％
を
確
保
し
て
い
ま
す
。
食

料
全
体
で
は
１
０
０
％
を
割
り
込
ん
で
い
る
ド
イ
ツ

や
英
国
で
さ
え
、
穀
物
に
関
し
て
は
自
給
を
確
保
し

て
い
ま
す
。
一
方
、
日
本
は
総
合
食
料
を
大
幅
に
下
回

る
２８
％
と
、
独

立
国
家
と
し
て

成
り
立
た
な
い

ほ
ど
。
日
本
の

輸
入
依
存
率
は

小
麦
８６
％
、
大

豆
９５
％
、
飼
料

用
ト
ウ
モ
ロ
コ

シ
１
０
０
％
。

日
本
ほ
ど
穀
物

市
場
を
開
放
し

て
い
る
国
は
あ

り
ま
せ
ん
。

4 
農
業
だ
け
で
は
な
い
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
危
険
性

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
の
た
め
に
設
置
さ
れ
た
２４
の
作
業

部
会
の
う
ち
『
衛
生
／
検
疫
』
分
野
で
は
、
米
国

産
牛
肉
の
輸
入
問
題
な
ど
を
は
ら
ん
で
い
ま
す
。

牛
が
生
ま
れ
て
か
ら
精
肉
化
さ
れ
る
ま
で
世
界
一

厳
し
い
全
頭
検
査
を
実
施
し
て
い
る
日
本
に
対
し

て
、
米
国
は
、
日
本
が
牛
海
綿
状
脳
症
（
Ｂ
Ｓ

Ｅ
）
対
策
の
た
め
に
行
っ
て
い
る
輸
入
牛
の
月
齢

制
限
を
「
科
学
的
根
拠
が
な
い
」
と
撤
廃
す
る
よ

う
に
求
め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
収
穫
後
の
農
産
物
に
使
用
す
る
防
虫
・

防
カ
ビ
剤
な
ど
の

ポ
ス
ト
ハ
ー
ベ
ス

ト
農
薬
や
未
承
認

食
品
添
加
物
の
承

認
な
ど
も
要
求
し

て
お
り
、
食
の
安

全
基
準
が
米
国
並

み
に
引
き
下
げ
ら

れ
る
こ
と
が
懸
念

さ
れ
ま
す
。

　

最
も
危
険
な
の

は
『
米
国
流
投
資

ル
ー
ル
』
。
Ｔ
Ｐ

Ｐ
に
は
投
資
家
（
外
資
）
が
相
手
国
を
訴
え
る
こ

と
が
で
き
る
Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｓ
条
項
（
国
家
と
投
資
家
間

の
紛
争
処
理
条
項
）
が
あ
り
ま
す
。
日
本
政
府
が

外
国
企
業
に
訴
え
ら
れ
、
敗
訴
す
れ
ば
巨
額
の
補

償
金
を
国
民
が
税
金
で
負
担
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　

実
際
に
Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｓ
条
項
を
受
け
入
れ
た
カ
ナ
ダ

で
は
、
米
国
企
業
が
販
売
し
た
ガ
ソ
リ
ン
に
神
経

性
有
害
物
質
が
含
ま
れ
て
い
た
た
め
、
政
府
が
規

制
を
行
い
ま
し
た
。
規
制
が
厳
し
い
と
、
米
国
企

業
が
巨
額
の
賠
償
金
を
求
め
提
訴
、
規
制
撤
廃
で

和
解
し
、
カ
ナ
ダ
政
府
は
国
民
の
健
康
を
守
る
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

米
国
は
、
経
済
協
力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）

や
米
州
自
由
貿
易
地
域
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
Ａ
）
な
ど
で
、

米
国
流
投
資
ル
ー
ル
の
導
入
を
目
論
み
ま
し
た

が
、
各
国
の
反
対
に
遭
い
失
敗
し
て
い
ま
す
。
世

界
は
、
米
国
流
投
資
ル
ー
ル
が
拡
散
す
る
か
、
Ｔ

Ｐ
Ｐ
で
の
日
本
の
対
応
を
注
視
し
て
い
ま
す
。

　

米
国
の
国
益
や
関
連
業
界
の
思
惑
に
立
脚
し
た

Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
追
随
す
る
の
で
は
な
く
、
疲
弊
し
た
国

内
経
済
、
地
域
社
会
、
農
業
、
医
療
を
立
て
直
す

の
が
先
決
な
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

日本とTPP参加国の経済連携
TPP

シンガポール

マレーシア

ブルネイ

ベトナム

チリ

ペルー

オーストラリア

ニュージーランド

2国間EPA

2002年11月 EPA 発効

多国間EPA

東アジア包括的
経済連携構想
CEPEA

ASEAN+6
( 日中韓印豪NZ)

2006年7月 EPA 発効

2008年7月 EPA 発効

2009年10月 EPA 発効

2007年9月 EPA 発効

2012年3月 EPA 発効

米国

アジアから
取り残される…

日
本
は
取
り
残
さ
れ
る
？

６
カ
国
と
は
E
P
A
締
結
済
み

A
S
E
A
N
＋
6
の
方
が
最
適

日
本
は
韓
国
に
負
け
る
？

輸
出
大
企
業
の
経
営
者
の
声

ま
ず
は
内
需
を
立
て
直
そ
う

日
本
の
農
業
は
閉
鎖
的
？

日
本
ほ
ど
穀
物
市
場
を

開
放
し
て
い
る
国
は
な
い

アメリカ産牛肉の
輸入問題

安全基準が米国並みに引き下げられる

国際獣疫局

2007年認定
「リスクが
管理された国」

全頭検査

検査の基準

月齢 20ヶ月以下輸入

月齢制限撤廃

　

　

安
全
な
食
や
農
林
漁
業
の
発
展
に
つ
い
て
学

ぶ
本
フ
ォ
ー
ラ
ム
は
、
平
成
１５
年
に
始
ま
り
、

今
回
で
１０
回
目
の
開
催
を
迎
え
ま
し
た
。
今
年

は
国
連
が
定
め
た
国
際
協
同
組
合
年
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
本
県
の
実
行
委
員
会
９
団
体
に
も
ご

協
力
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

今
回
の
テ
ー
マ
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋
連
携

協
定
）
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
「
関
税
の
即
時
撤
廃
と
撤

廃
の
例
外
を
認
め
な
い
」
こ
と
か
ら
、
究
極
の

自
由
貿
易
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。
現
在
、
米

国
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン

ド
な
ど
の
農
業
大
国
を
含
め
た
９
カ
国
で
交

渉
が
行
わ
れ
て
お
り
、
早
期
の
実
質
合
意
を

目
標
に
ル
ー
ル
作
り
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
国
に
よ
る
事
前
協
議
で
は
、

９０
〜
９５
％
の
関
税
は
即
時
撤
廃
、
残
り
は
７

年
以
内
に
段
階
的
に
撤
廃
す
る
こ
と
な
ど
が

参
加
の
条
件
と
し
て
要
求
さ
れ
て
い
る
よ
う

で
す
。

　

Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
は
、
昨
年
、
１
１
６
７
万
人

（
本
県
２９
万
人
）
の
反
対
署
名
を
集
め
ま
し

た
。
ま
た
、
全
国
の
道
府
県
・
市
町
村
議
会
の

８
割
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
反
対
も
し
く
は
慎
重
な
対
応

を
求
め
て
い
ま
す
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

政
府
や
首
相
か
ら
十
分
な
情
報
提
供
や
国
民
的

な
議
論
も
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
状
況
で
、
わ
が

国
の
農
村
や
医
療
を
一
体
ど
う
守
る
と
い
う
の

で
し
ょ
う
か
。

　

今
後
と
も
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
宮
崎
は
、
知
事
、

県
議
会
議
長
、
６
名
の
本
県
選
出
国
会
議
員
ら

と
共
に
、
県
民
を
挙
げ
て
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加
に

反
対
し
て
ま
い
り
ま
す
。
本
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
、

私
た
ち
の
命
や
暮
ら
し
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ

す
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
つ
い
て
の
理
解
を
深
め
て
い
た
だ

き
、
今
後
と
も
ご
支
援
・
ご
協
力
を
お
願
い
申

し
上
げ
ま
す
。

ＪＡ宮崎中央会 会長
森永　利幸

ごあいさつ

3 

恐
る
べ
き
米
国
の
長
期
戦
略

　

日
本
が
穀
物
を
輸
入
に
頼
る
よ
う
に
な
っ
た
の

は
な
ぜ
か
。

　

背
景
に
は
、オ
レ
ゴ
ン
州
を
中
心
に
し
た
米
国
西

部
の
農
家
に
よ
る
小
麦
市
場
開
拓
が
あ
り
ま
し
た
。

　

１
９
５
４
年
、米
国
で
は「
余
剰
農
産
物
処
理

法
」と
い
う
対
日
輸
出
を
促
進
す
る
法
律
が
成
立
。

同
年
、日
本
で
は
学
校
給
食
法
が
成
立
し
、小
麦
を

使
っ
た
粉
食
を
基
本
と
し
た
給
食
の
普
及
を
図
る

こ
と
が
打
ち
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

翌
年
、日
米
農
作
物
協
定
が
発
効
し
、学
校
給
食

用
の
小
麦
・
脱
脂
粉
乳
を
現
物
供
与
さ
れ
た
ほ
か
、

３
０
０
億
円
相
当
の
米
国
産
小
麦
が
日
本
へ
輸
出

さ
れ
ま
し
た
。決
済
代
金
の
一
部
は
、日
本
で
の
小

麦
市
場
開
拓
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
に
活
用
さ
れ
ま
し

た
。

　

日
本
食
生
活
協
会（
厚
生
労
働
省
所
管
）の
キ
ッ

チ
ン
カ
ー
が
全
国
の
団
地
や
農
村
を
訪
れ
、主
婦

を
対
象
に
し
て
小
麦
を
使
っ
た
料
理
の
実
演
・
試

食
会
が
繰
り
広
げ
ら
れ
た
の
も
そ
の
一
例
。わ
ず

か
半
世
紀
ほ
ど
で
日
本
人
の
食
生
活
が
洋
風
化
し

た
の
で
す
。

戦後、洋風化した食生活
仕掛人は米国の農家だった

脅かされる健康と安全 外資に訴えられる日本政府

関岡 英之 氏
ノンフィクション作家
拓殖大学日本文化研究所客員教授

ＴＰＰについて考える
農業だけではない！
食や国民生活に与える広範な影響とは？

せきおか・ひでゆき　
１９６１年東京生まれ。８４年、慶応義塾大学法
学部卒業後、東京銀行（現三菱東京ＵＦＪ銀
行）に入行。約１４年間勤務したのち退職。２０
０１年、早稲田大学大学院理工学研究科修士
課程修了、著述活動を開始する。０７年より現
職。主な著書に『国家の存亡「平成の開国」が
日本を亡ぼす』（ＰＨＰ新書）、『中国を拒否で
きない日本』（ちくま新書）など。

総合食料
穀物
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（日本は2005年度、その他は2003年）

以 前

現 状

米国の
要　望

　国連は、協同組合の社会経済への様々な貢献を評価
し、２０１２年を「国際協同組合年」と定めました。
　会場ロビーでは、県実行委員会が協同組合制度やそ
の活動などのパネルを展示＝写真。協同組合の活動や
東日本大震災からの復興に向けた協同組合の取り組
みに、来場者は興味深そうに見入っていました。

来場者アンケート 集計結果２０１２年は国際協同組合年 ご協力ありがとうございました。回収枚数（３３８枚）

①「参加すべきでない」理由の多くは・・・
　・日本に不利な条約だから
　・日本経済が衰退化するから
　・食料自給率の低下、食の安全が脅かされる　

②今回の学習会で参加者が興味を持ったのは・・・
　・米国の対日戦略
　・ＴＰＰ参加の影響
　・食の安全

③今後期待される取り組みは・・・
　・今回のような学習会などをもっと開催してほしい
　・国がＴＰＰについての正しい情報（メリット・
　  デメリットなど）を開示してほしい
　・国民が一体となって声を挙げる場をつくって
 　ほしい

全体の約８６％が「参加すべきでない」と回答！


